
提供：宮城県女川町

政府が定めた５年間の集中復興期間の締めくくりとなる2015年度。
復興道路の開通記念イベントやまちびらきイベントが行われるなど、
新しいまちとして再出発を果たした地域もある。
未曽有の大災害を乗り越え、「新しい東北」の実現に向け歩みを進める被災地。
果たして復興はどれくらい進んだのか。東日本大震災発生からの総合建設業の取組みを振り返る。

数字で見る本格復旧・復興 公共インフラ編／住宅まちづくり編
日建連の震災対応 これまでの歩み

震災関連部会 座談会 日建連4部会の活動を振り返る

特集 災を振り返る東日本大震
東北と総合建設業
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進捗率 復旧・復興の状況／
被害の状況

進捗率 復旧・復興の状況／
被害の状況

「公共インフラの本格復旧・復興の進捗状況（平成27年9月末時点）」（復興庁）を基に作成。

数字で見る
本格復旧・復興
災害廃棄物処理事業の進捗率が99％を達成するなど、日建連会員会社も事業完了に向け
総力を挙げて取り組んでいる。今号では道路や鉄道などの「公共インフラ」と
被災者の新たな生活の場を整備する「住宅まちづくり」の視点から、被災地の復興状況を見る。

農地

漁港

※�青森県〜千葉県における面積（避
難指示区域を含む）

※避難指示区域を含む

営農再開
可能面積 約15,060ha
津波被災
農地面積 21,480ha ※

全機能が
回復済みの漁港数 213
一部機能が
回復済みの漁港数 94
被災した漁港数 319

※H27.6末時点

※

公共インフラ編
I n f r a s t r u c t u r e

100（％）0 10 20 30 40 50 60 70 80

100（％）0 10 20 30 40 50 60 70 80

90

90

河川対策（直轄区間）
※�旧北上川（本復旧工事完了済）で
実施中の地震・津波対策は、平成
30年度の完成予定

完了箇所数 2,115
被災した河川管
理施設の箇所数 2,115

100（％）0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

100%
（完了）

鉄道
※�岩手、宮城、福島県内の旅客鉄道
分を計上

運行再開した
路線延長 2,128km
被災した
路線延長 2,330km

※

※

100（％）0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

91%
（完了）

70%
（完了）

67%
（完了）

災害廃棄物の処理
※�市街地復興パターン検討調査を実
施した43市町村分に限る

処理量 1,755万t
推計量 1,780万t

※

※

100（％）0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

99%
（福島県の広野町、南相馬市
を除き処理が完了した）

海岸対策 復旧 復興 全体

着工 418 74 492

完了 114 1 115

計画数 501 176 677

※�「復旧」とは、災害復旧事業により
行う復旧工事のこと

※�「復興」とは、社会資本整備総合交
付金又は農山漁村地域整備交付金
により行う整備工事のこと

※�帰還困難区域及び居住制限区域を
除き、避難指示解除準備区域を含む

単位：地区海岸

100（％）0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

17%
（完了）

73%
（着工）

復興道路・復興支援道路
※1工事着手したIC間延長　
※2事業中区間と供用済区間の合計

着工済延長 545km
供用済延長 223km
計画済延長 570km

※1

※2

100（％）0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

39%
（完了）

96%
（着工）

港湾 着工箇所数 131
完了箇所数 128
被災した港湾施設
の箇所数 131

100（％）0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

98%
（完了）

100%
（着工）

96%
（一部完了を含む）

東北と総合建設業特集
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※�進捗率には、帰還者向け災害公営住
宅の計画を含んでいない

戸数ベース

地区ベース

戸数ベース

地区ベース

進捗率 復旧・復興の状況／
被害の状況

進捗率 復旧・復興の状況／
被害の状況

土地区画整理事業

民間住宅等用宅地

医療施設

造成住宅の滑動崩落防止

防災集団移転促進事業

漁業集落防災機能強化事業

津波復興拠点整備事業学校施設等

復興住宅

※1�宅地の一部を使用収益開始した地区、
保留地の一部を引渡した地区を計上

※2一部完了地区で供給された戸数も含む

※�津波復興拠点整備事業として復興
交付金の配分可能額通知を受けた
地区のうち一団地の津波防災拠点
市街地形成施設として都市計画決
定をした地区数

※�復興交付金の配分可能額通知を受
けた地区のうち、対策工事が必要
な地区数

※申請予定も含む

※�（�）内の数値は帰還者向け災害公
営住宅を除いた戸数

着工 401地区
完了 239地区
計画 405地区

地区ベース※

着工 20,299戸
完了 5,653戸
計画 20,338戸

戸数ベース

同意 333地区
着工 330地区
完了 221地区
計画 333地区

地区ベース

着工 9,510戸
完了 5,047戸
計画 9,534戸

戸数ベース

事業認可済 50地区
着工 50地区
宅地引渡開始 21地区
完了 2地区
計画 50地区

地区ベース

※1

着工 10,311戸
完了 409戸
計画 10,311戸

戸数ベース

※2

復興交付金の
事業費措置 36地区
着工 35地区
完了 21地区
計画 36地区

地区ベース

着工 478戸
完了 197戸
計画 493戸

戸数ベース

復旧した
医療施設数 298
被災した
医療施設数 298

完了学校数 2,258
（応急仮設校舎や間借り等に
より、全ての学校で教育活動
は再開済み）

災害復旧事業
申請学校数 2,308 ※

用地確保済み
戸数

28,570
（28,562） 

完了戸数 12,883
（12,883）

計画戸数 29,997
（29,820）

※�地区数については、土地区画整理
のうち防集や災害公営住宅のみに
より宅地供給される地区、防集のう
ち災害公営のみにより宅地供給さ
れる地区といった重複地区を除く

着工地区数 21
認可地区数 23
計画地区数 24

着工地区数 182
完了地区数 146
計画地区数 182

※

※

※1�事業計画について国土交通大臣
の同意を得た地区数　

※2�一部完了地区で供給された戸数
も含む

※1

※2

住宅まちづくり編
U r b a n  D e v e l o p m e n t

100（％）0 10 20 30 40 50 60 70 80

100（％）0 10 20 30 40 50 60 70 80

100（％）0 10 20 30 40 50 60 70 80

100（％）0 10 20 30 40 50 60 70 80

100（％）0 10 20 30 40 50 60 70 80

100（％）0 10 20 30 40 50 60 70 80

100（％）0 10 20 30 40 50 60 70 80

100（％）0 10 20 30 40 50 60 70 80

100（％）0 10 20 30 40 50 60 70 80

※高台移転を指しており、
　・防災集団移転促進事業
　・土地区画整理事業
　・漁業集落防災機能強化事業
　の3事業の合計

90

90

90

90

戸数ベース

地区ベース

戸数ベース

地区ベース

90

90

90

90

90

「公共インフラの本格復旧・復興の進捗状況（平成27年9月末時点）」（復興庁）を基に作成。

53%
（完了）

66%
（完了）

99%
（着工）

100%
（同意）

99%
（着工）

28%
（完了）

59%
（完了）

88%
（着工）

96%
（認可）

80%
（完了）

100%
（着工）

4%
（完了）

4%
（完了）

42%
（宅地引渡）

100%
（着工）

100%
（事業化・着工）

40%
（完了）

58%
（完了）

97%
（着工）

100%
（事業費措置）

97%
（着工）

100%
（完了）

98%
（完了）

96%
（用地確保済み）

43%
（完了）

99%
（着工）

99%
（着工）

東北と総合建設業特集
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写真：特記以外は中原一隆

初
動
対
応

教
訓
・
記
憶
の
継
承

技
術
貢
献
活
動
の

報
告

建
設
業
中
核
団
体

と
し
て
の

社
会
貢
献

会員への
情報提供

緊急車両や実施中の工事の取扱
いに関する関係省庁などからの
通知を速やかに周知しました。

震災発生時は合併前でしたが、三団体合同で「新日
建連緊急災害対策本部」を、東北支部には現地対応
のための「東北支部震災対策本部」を設置しました。

緊急災害対策本部及び
東北支部対策本部の設置

資機材と
役務の提供

仮設トイレや仮設ハウスをはじ
め、131品目を11市6町2村に
提供しました。

電力対策
自主行動計画の

策定・実施
会員会社が策定した電力対
策行動計画を集計し、「日
建連電力対策自主行動計画
（実施計画）」として公表し
ました。節電対策現場・常
設事業所を併せ、全体で
21.2％の削減を達成しま
した。

「震災時初動対応
ハンドブック」の作成

会員会社社員とその家
族が活用できるよう、
震災で明らかになった
課題などを盛り込み、
震災への備えといざと
いう時の対応を紹介し
たハンドブックを作成
しました。

「日建連東北支部の活動記録」
パンフレットの作成

日建連東北支部の広報
誌「D’ews」で特集し
た、東日本大震災発生
直後の活動を抜粋しパ
ンフレットを作成しま
した。

「防災・減災PROJECT NOW」を
ACeにて特集

「命と地域を守る」本を
企画協力

インフラは命と地域を
守る備えとして機能し
ています。本書は東日
本大震災を体験した
方々の貴重な証言を集
め、将来への教訓とし
て記録したものです。�

「防災・減災・応急対策への教訓」
パンフレットを作成

業界として、震災が
もたらした教訓を広
く訴えるとともに、
安全・安心な国土形
成に向け、インフラ
整備の必要性と建設
業界の役割を取りま
とめました。

強靭化への理解促進や、自
然災害の記憶と教訓を後世
に伝えるため、本誌では平
成24年10月号から5回、平
成25年9月号から6回にわ
たり防災・減災に関する特
集記事を掲載し、さらに別
冊を作成しました。

「東日本大震災 災害廃棄物処理の報告」
報告書の作成

会員会社が担った岩手県及
び宮城県の災害廃棄物処理
が平成26年3月末に完了し
たことを受け、記録として
本報告書を作成しました。

「除染への取り組み」
リーフレットの作成

安全管理から地域の皆
様との交流に至るま
で、会員会社が一体感
を持って除染作業に取
り組む姿を紹介したリ
ーフレットを作成しま
した。

特別委員会の
設置

震災から1年後に復興庁が設
立されるなど復旧・復興への
政府の取組みが加速する中、
日建連は「復旧・復興対策特
別委員会」および「電力対策
特別委員会」の2つの特別委
員会を設置しました。

災害協定の
拡充

東日本大震災の教訓を
踏まえ、国交省地方整
備局を窓口として、管
内都道府県、政令市を
網羅する「包括的な災
害協定」の締結を関係
各方面に働きかけまし
た。

災害対応
基準などの策定
大災害時における初動体制
を確立するため、日建連と
しての活動内容、本・支部
双方の緊急災害対策本部の
設置基準、対応組織など
の、日建連の防災体制の骨
格を定めました。以後、付
随するマニュアル3点を定
めました。

義捐金の
拠出

日建連取りまとめ分
6.5億円、別途拠出分
を含め約8.9億円を日
本赤十字社に拠出しま
した。

意見表明
救援・復旧に全力を傾
注するとともに現場で
の活動を円滑に進める
ための緊急の要望及び
提言を表明しました。

「建設BCPガイドライン」
の改訂

会員会社のBCP策
定の参考に供するた
め、首都直下地震を
見据えた内容に改訂
しました。

建設業
関係団体として初の
「指定公共機関」

に指定
「指定公共機関」の指定
を受けたことにより、こ
れまでの災害出動の経験
を踏まえつつ、首都直下
地震や南海トラフ地震を
見据えて、関係官庁との
連携強化や、会員会社を
含めた災害対応体制の整
備に努めています。

D.Waste-Net（環境省）
構成メンバーに任命

地方公共団体などに対
して、災害廃棄物処理
に関する技術的助言な
どを行う人的ネットワ
ークである「災害廃棄
物処理支援ネットワー
ク（D.Waste-Net）」の
構成メンバーとなり、
環境大臣より任命証書
が交付されました。

総
合
建
設
業
の

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
と

総
合
力
を
活
か
し
て

日
建
連
は
建
設
業
の
中
核
団
体
と
し
て
震
災
直
後
か
ら
現
在
に

至
る
ま
で
、東
日
本
大
震
災
の
復
興
に
取
り
組
ん
で
き
ま
し
た
。

本
年
四
月
一
日
に
は
、内
閣
総
理
大
臣
よ
り「
指
定
公
共
機
関
」の

指
定
を
受
け
る
な
ど
、災
害
時
の
対
応
を
強
化
し
て
い
ま
す
。

［
日
建
連
の
震
災
対
応
─
こ
れ
ま
で
の
歩
み
］

東北と総合建設業特集

建設業界 102015.1211 建設業界 2015.12



検
討
を
行
い
、
関
係
機
関
に
必
要
な
要

請
を
行
う
こ
と
で
す
。
部
会
の
メ
ン
バ

ー
を
Ｕ
Ｒ
主
催
の
「
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
を

活
用
し
た
事
業
推
進
検
討
会
」
に
委
員

と
し
て
派
遣
し
、
日
建
連
と
し
て
の
意

見
を
述
べ
る
こ
と
で
、
具
体
的
に
は
、

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
フ
ィ
ー
率
の
改
訂
や
原

価
低
減
策
の
あ
り
方
に
つ
い
て
議
論
し
、

一
部
実
行
さ
れ
た
も
の
も
あ
り
ま
す
。

―
各
部
会
に
お
い
て
様
々
な
取
組

み
を
進
め
て
き
た
中
で
、
今
後
の
活
動

に
向
け
て
ど
の
よ
う
な
課
題
が
あ
り
、

ど
の
よ
う
な
取
組
み
を
進
め
て
い
こ
う

と
し
て
い
る
の
か
お
聞
か
せ
く
だ
さ
い
。

茅
野　

東
日
本
大
震
災
に
対
す
る
復

旧
・
復
興
工
事
へ
の
国
交
省
側
の
対
応

に
つ
い
て
は
、
遠
隔
地
か
ら
の
資
材
や

労
力
の
確
保
に
つ
い
て
の
配
慮
や
技
術

者
要
件
の
緩
和
措
置
な
ど
、
発
注
者
の

取
り
得
る
様
々
な
措
置
に
つ
い
て
は
、

適
切
か
つ
迅
速
に
実
施
い
た
だ
い
た
と

考
え
て
い
ま
す
。

　

相
変
わ
ら
ず
ト
ン
ネ
ル
工
事
で
の
作

業
員
の
不
足
や
土
砂
砕
石
を
中
心
と
し

た
資
材
の
不
足
の
問
題
な
ど
は
残
っ
て

―
東
日
本
大
震
災
の
発
生
か
ら
約

五
年
が
経
過
し
、
復
興
に
向
け
た
事
業

が
本
格
化
し
て
い
ま
す
。
日
建
連
の
会

員
企
業
も
被
災
し
た
地
域
の
復
興
と
原

発
事
故
対
策
事
業
に
全
力
で
取
り
組
ん

で
い
ま
す
が
、
そ
う
し
た
中
で
各
部
会

が
果
た
し
て
き
た
役
割
と
主
な
取
組
み

に
つ
い
て
お
聞
か
せ
く
だ
さ
い
。

茅
野
（
復
旧
・
復
興
部
会
）　

復
旧
・
復

興
部
会
所
属
二
三
社
に
対
し
、
被
災
地

で
の
受
注
状
況
の
ア
ン
ケ
ー
ト
を
毎
月

実
施
し
、
平
成
二
十
四
年
度
以
降
、
発

注
及
び
受
注
状
況
を
確
認
し
て
き
ま
し

た
。

　

ま
た
、
復
旧
・
復
興
工
事
の
「
発
注

方
式
」「
発
注
条
件
」「
発
注
者
の
対
応

状
況
」
や
「
技
術
者
・
技
能
労
働
者
の

確
保
状
況
」「
資
機
材
の
確
保
状
況
」
な

ど
に
つ
い
て
ア
ン
ケ
ー
ト
を
実
施
し
、

復
旧
・
復
興
工
事
に
つ
い
て
の
施
工
体

制
確
保
に
関
す
る
各
種
の
問
題
点
に
つ

い
て
も
平
成
二
十
四
年
度
か
ら
調
査
を

実
施
し
て
い
ま
す
。

　

こ
う
し
た
ア
ン
ケ
ー
ト
結
果
を
も
と

東
日
本
大
震
災
発
生
か
ら

こ
れ
ま
で
の
各
部
会
の

役
割
と
取
組
み

に
、
取
り
組
ん
で
い
た
だ
き
た
い
対
策

や
対
応
な
ど
に
つ
い
て
、
発
注
者
に
対

し
意
見
交
換
会
な
ど
を
通
じ
て
要
望
し

て
き
ま
し
た
。

井
手
（
災
害
廃
棄
物
部
会
）　

過
去
の

大
規
模
震
災
の
復
旧
で
は
、
主
に
イ
ン

フ
ラ
は
建
設
業
界
、
災
害
廃
棄
物
は
廃

棄
物
処
理
業
界
で
対
応
し
て
き
ま
し
た
。

し
か
し
東
日
本
大
震
災
の
災
害
廃
棄
物

処
理
で
は
、
市
町
村
で
対
応
し
き
れ
ず

に
県
に
委
託
す
る
ほ
ど
大
規
模
で
あ
り
、

そ
の
県
も
ノ
ウ
ハ
ウ
が
な
い
た
め
、
幅

広
い
技
術
や
様
々
な
経
験
、
そ
し
て
柔

軟
な
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
力
を
有
す
る
建
設

業
界
へ
期
待
し
た
こ
と
が
今
回
の
特
徴

だ
と
思
い
ま
す
。

　

災
害
廃
棄
物
部
会
は
、
当
初
は
ガ
レ

キ
部
会
と
し
て
発
足
し
よ
う
と
し
ま
し

た
が
、
部
会
の
委
員
か
ら
「
我
々
は
ガ

レ
キ
を
処
理
す
る
の
で
は
な
く
思
い
出

の
品
を
探
し
出
す
の
だ
」
と
い
う
意
見

が
多
数
出
て
災
害
廃
棄
物
部
会
に
な
っ

た
経
緯
が
あ
り
ま
す
。
各
委
員
も
な
ん

と
か
少
し
で
も
地
元
に
貢
献
し
た
い
と

い
う
想
い
で
部
会
活
動
を
ス
タ
ー
ト
し

ま
し
た
。

　

部
会
委
員
は
、
岩
手
県
、
宮
城
県
内

の
日
建
連
会
員
企
業
に
よ
る
一
四
処
理

区
の
現
場
を
視
察
し
、
現
場
責
任
者
な

ど
と
の
意
見
交
換
を
行
っ
て
現
状
の
把

握
と
問
題
点
の
抽
出
を
し
ま
し
た
。
そ

れ
に
基
づ
き
発
注
者
で
あ
る
両
県
や
地

元
自
治
体
の
担
当
部
局
と
意
見
交
換
や

問
題
提
起
、
要
望
を
行
っ
て
き
ま
し
た
。

　

処
理
業
務
が
終
わ
っ
た
昨
年
六
月
に

は
、
一
四
現
場
の
実
績
に
基
づ
く
一
連

の
成
果
や
ノ
ウ
ハ
ウ
を
取
り
ま
と
め
た
報

告
書
を
作
成
し
、
現
場
の
実
務
担
当
者

の
生
の
声
を
も
と
に
し
た
災
害
廃
棄
物

処
理
を
迅
速
に
実
施
す
る
た
め
の
措
置

に
つ
い
て
の
提
言
も
掲
載
し
て
い
ま
す
。

こ
れ
を
国
交
省
や
環
境
省
の
関
連
部
局

や
主
要
な
自
治
体
に
配
布
し
、
説
明
を

行
い
ま
し
た
。
昨
年
八
月
の
広
島
市
の

土
砂
災
害
で
は
、
こ
の
報
告
書
が
活
用

さ
れ
、
日
建
連
の
会
員
企
業
が
災
害
廃

棄
物
の
処
理
業
務
を
受
注
し
ま
し
た
。

台
（
除
染
部
会
）　

除
染
事
業
は
、
世
界

で
も
類
を
見
な
い
広
域
に
わ
た
る
本
格

除
染
な
の
で
、
当
初
は
手
探
り
状
態
の

な
か
、
所
管
官
庁
で
あ
る
環
境
省
と
随

時
意
見
交
換
を
行
い
な
が
ら
取
り
組
ん

で
き
ま
し
た
。

　

除
染
部
会
が
属
す
る
電
力
対
策
特
別

委
員
会
で
は
、
環
境
事
務
次
官
に
こ
れ

ま
で
三
度
お
越
し
い
た
だ
き
大
所
高
所

見
え
て
き
た
課
題
と

今
後
の
活
動

か
ら
の
意
見
交
換
を
行
っ
て
き
ま
し
た

し
、
除
染
部
会
で
は
、
除
染
等
工
事
暫

定
積
算
基
準
や
共
通
仕
様
書
な
ど
、
工

事
の
円
滑
化
に
向
け
た
提
言
・
要
望
や

除
染
作
業
員
の
教
育
を
は
じ
め
と
す
る

適
正
化
の
た
め
の
具
体
的
な
取
組
み
に

つ
い
て
、
環
境
省
除
染
チ
ー
ム
と
概
ね

月
に
一
度
の
割
合
で
、
実
務
ベ
ー
ス
の

意
見
交
換
を
実
施
し
て
き
て
い
ま
す
。

　

今
後
と
も
、
避
難
さ
れ
た
方
々
の
一

日
で
も
早
い
帰
還
を
願
い
、「
被
災
地

復
興
の
入
り
口
は
除
染
か
ら
」
の
想
い

で
、
多
く
の
課
題
に
的
確
に
対
処
し
な

が
ら
除
染
事
業
の
加
速
化
・
適
正
化
に

取
り
組
ん
で
い
き
た
い
と
考
え
て
い
ま

す
。

茅
野
（
復
興
ま
ち
づ
く
り
部
会
）　

復

興
ま
ち
づ
く
り
部
会
は
平
成
二
十
五
年

度
末
に
急
遽
立
ち
上
げ
た
部
会
で
す
。

部
会
の
体
制
は
Ｕ
Ｒ
都
市
機
構
発
注
の

Ｃ
Ｍ
方
式
を
活
用
し
た
復
興
ま
ち
づ
く

り
事
業
に
参
画
し
て
い
る
Ｊ
Ｖ
ス
ポ
ン

サ
ー
会
社
一
〇
社
か
ら
の
委
員
と
、
関

連
し
た
ま
ち
づ
く
り
事
業
を
実
施
し
て

い
る
四
社
か
ら
の
オ
ブ
ザ
ー
バ
ー
で
構

成
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

部
会
の
目
的
は
、
復
興
ま
ち
づ
く
り

事
業
に
係
る
課
題
の
把
握
と
対
応
策
の

日
建
連
四
部
会
の

活
動
を
振
り
返
る

日
建
連
で
は
、東
日
本
大
震
災
発
生
直
後
に

東
北
地
方
太
平
洋
沖
地
震
緊
急
対
策
本
部
を
立
ち
上
げ
、

応
急
復
旧
、民
生
支
援
な
ど
に
全
力
を
挙
げ
て
取
り
組
ん
で
き
た
。

一
年
後
の
平
成
二
十
四
年
三
月
に
は
、東
日
本
大
震
災
及
び

福
島
第
一
原
子
力
発
電
所
で
被
災
し
た
地
域
の
復
旧
・
復
興
と
再
生
に
、

建
設
業
界
が
総
力
を
挙
げ
て
取
り
組
む
こ
と
が

国
民
に
対
す
る
責
務
で
あ
る
と
の
認
識
の
下
、

復
旧
・
復
興
対
策
特
別
委
員
会
、電
力
対
策
特
別
委
員
会
を
設
置
し
、

復
旧
・
復
興
事
業
の
円
滑
な
執
行
や
工
事
の
施
工
な
ど
に
関
わ
る

諸
課
題
の
解
決
に
向
け
活
動
す
る
と
と
も
に
、

関
係
機
関
に
対
す
る
要
望
や
提
言
を
行
っ
て
き
た
。

今
回
は
復
旧
・
復
興
部
会
、災
害
廃
棄
物
部
会
、除
染
部
会
、

復
興
ま
ち
づ
く
り
部
会
の
四
部
会
長
に
約
五
年
の
歩
み
と

こ
れ
か
ら
の
展
望
に
つ
い
て
語
っ
て
も
ら
っ
た
。

除
染
部
会 

部
会
長

台 

和
彦 

大
成
建
設
㈱�

代
表
取
締
役
副
社
長
執
行
役
員

復
旧
・
復
興
部
会
／
復
興
ま
ち
づ
く
り
部
会 
部
会
長

茅
野
正
恭 

鹿
島
建
設
㈱�

取
締
役
副
社
長
執
行
役
員

災
害
廃
棄
物
部
会 

前
部
会
長

井
手
和
雄 

清
水
建
設
㈱�

常
任
顧
問

［
震
災
関
連
部
会
─
座
談
会
］
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終
了
し
、
住
民
の
方
々
に
造
成
地
の
イ

メ
ー
ジ
を
示
す
こ
と
が
で
き
た
結
果
、

比
較
的
多
く
の
住
民
の
方
々
が
戻
ら
れ

る
と
い
う
良
い
結
果
と
な
り
ま
し
た
。

引
き
渡
し
も
終
了
し
、
自
主
再
建
住
宅

で
も
来
年
年
明
け
に
は
住
み
始
め
る

方
々
も
い
る
と
の
こ
と
で
す
が
、
そ
れ

で
も
震
災
か
ら
五
年
を
要
し
た
訳
で
す
。

　

福
島
県
で
は
ま
だ
ま
だ
、
ま
ち
づ
く

り
と
い
っ
た
段
階
で
は
な
い
被
災
地
も

あ
り
、
我
々
と
し
て
も
、
地
元
自
治
体

の
方
々
や
関
係
者
の
ご
意
見
を
反
映
し

た
ま
ち
づ
く
り
に
協
力
で
き
れ
ば
と
考

え
て
い
ま
す
。

―
わ
が
国
は
世
界
的
に
も
地
震
大

国
で
あ
り
、
三
〇
年
以
内
に
大
規
模
地

震
が
発
生
す
る
確
率
は
極
め
て
高
い
も

の
と
な
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
首
都
直

下
地
震
が
起
き
た
場
合
の
経
済
被
害
は

一
一
二
兆
円
と
試
算
さ
れ
て
い
ま
す
。

地
震
ば
か
り
で
な
く
、
ゲ
リ
ラ
豪
雨
や

竜
巻
、
噴
火
な
ど
様
々
な
自
然
災
害
の

脅
威
に
直
面
し
て
い
ま
す
。
各
部
会
の

活
動
を
通
じ
て
実
感
し
た
将
来
予
測
さ

れ
る
災
害
へ
の
教
訓
と
建
設
業
が
果
た

印
象
が
あ
り
、
地
下
調
整
池
や
河
川
改

修
な
ど
の
対
策
も
都
市
部
で
は
進
ん
で

い
ま
す
が
、
全
体
と
し
て
は
土
砂
災
害

や
洪
水
な
ど
も
減
少
し
て
い
る
と
は
言

え
な
い
の
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。
こ

う
し
た
突
如
襲
っ
て
く
る
災
害
に
対
し
、

建
設
業
も
自
治
体
な
ど
と
の
災
害
協
定

の
締
結
推
進
や
防
災
訓
練
を
通
じ
て
、

常
に
心
構
え
を
し
て
お
く
必
要
が
あ
り

ま
す
。

井
手　

先
ほ
ど
申
し
ま
し
た
よ
う
に
、

昨
年
取
り
ま
と
め
た
報
告
書
に
は
、
今

後
の
災
害
廃
棄
物
処
理
を
迅
速
に
実
施

す
る
た
め
の
措
置
に
つ
い
て
の
十
数
項

目
の
提
言
を
行
っ
て
い
ま
す
。
特
に
強

調
し
た
い
こ
と
は
、
各
種
関
係
機
関
と

の
協
定
が
事
前
に
あ
れ
ば
、
も
う
少
し

ス
ム
ー
ズ
に
業
務
を
進
め
る
こ
と
が
で

き
た
の
で
は
な
い
か
と
い
う
点
で
す
。

ま
た
、
処
理
業
務
を
実
施
す
る
二
次
仮

置
き
場
の
場
所
が
確
保
で
き
な
か
っ
た

処
理
区
で
は
、
業
務
発
注
が
遅
れ
ま
し

た
。
こ
う
い
っ
た
場
所
が
事
前
に
確
保

で
き
る
よ
う
な
仕
組
み
は
今
後
必
要
に

な
る
と
思
い
ま
す
。
災
害
廃
棄
物
処
理

業
務
と
い
う
の
は
非
常
時
で
す
か
ら
、

平
時
の
法
規
制
や
規
則
に
縛
ら
れ
な
い

対
応
が
必
要
に
な
る
場
面
も
あ
る
か
と

す
べ
き
役
割
・
使
命
に
つ
い
て
お
聞
か

せ
く
だ
さ
い
。

茅
野　

日
本
で
起
こ
り
う
る
自
然
災
害

は
多
岐
に
わ
た
り
ま
す
。
そ
の
被
害
の

種
類
、
規
模
、
範
囲
は
様
々
で
す
が
、

被
災
者
へ
の
支
援
や
復
旧
工
事
に
つ
い

て
は
常
に
緊
急
性
が
要
求
さ
れ
ま
す
。

東
日
本
大
震
災
で
建
設
業
界
が
一
丸
と

な
っ
て
全
力
で
対
応
し
、
新
幹
線
、
高

速
道
路
、
港
湾
、
空
港
か
ら
商
業
ビ
ル
、

工
場
な
ど
の
一
般
建
築
物
ま
で
、
こ
れ

だ
け
の
広
範
囲
に
わ
た
る
復
旧
を
迅
速

に
行
っ
た
経
験
は
、
大
き
な
財
産
で
は

な
い
で
し
ょ
う
か
。

　

具
体
的
な
事
例
と
し
て
、
今
年
九
月

十
日
に
決
壊
し
た
鬼
怒
川
左
岸
堤
防
へ

の
対
応
が
あ
り
ま
す
。
日
建
連
関
東
支

部
で
は
国
交
省
関
東
地
方
整
備
局
の
要

請
を
受
け
、
両
者
の
「
災
害
応
急
対
策

に
関
す
る
協
定
」
に
基
づ
き
、
会
員
企

業
の
状
況
を
把
握
し
、
十
日
の
夜
に
は

会
員
企
業
二
社
で
緊
急
復
旧
工
事
に
対

応
す
る
旨
の
協
議
が
成
立
し
、
翌
十
一

日
か
ら
作
業
に
入
る
こ
と
が
で
き
、
二

週
間
後
の
九
月
二
十
四
日
に
は
完
成
と

い
う
迅
速
な
対
応
が
で
き
ま
し
た
。

　

地
震
に
限
ら
ず
、
台
風
や
集
中
豪
雨

な
ど
の
頻
度
や
強
度
は
上
が
っ
て
い
る

よ
う
一
層
の
留
意
が
必
要
だ
と
感
じ
て

い
ま
す
。

　

迅
速
化
、
地
域
貢
献
、
品
質
の
管
理

は
重
要
な
課
題
で
す
が
、
何
よ
り
も
作

業
員
一
人
ひ
と
り
が
、
被
災
地
復
興
に

と
っ
て
除
染
作
業
が
如
何
に
重
要
で
あ

る
か
を
認
識
す
る
こ
と
に
よ
り
、
や
る

気
と
モ
ラ
ル
を
高
め
、
地
域
に
不
安
感

を
与
え
な
い
よ
う
な
対
策
を
立
案
・
実

施
す
る
こ
と
、
そ
し
て
法
令
遵
守
で
業

界
の
イ
メ
ー
ジ
を
良
く
し
て
い
く
こ
と

こ
そ
が
、
今
後
の
最
も
必
要
な
課
題
だ

と
考
え
て
い
ま
す
。

茅
野　

復
興
ま
ち
づ
く
り
は
、
震
災
か

ら
五
年
経
っ
て
や
っ
と
現
実
的
な
ま
ち

が
で
き
て
き
た
と
こ
ろ
で
す
。
例
え
ば
、

宮
古
市
田
老
地
区
で
は
十
一
月
二
十
二

日
に
ま
ち
び
ら
き
が
開
か
れ
、
災
害
公

営
住
宅
に
は
住
民
の
方
々
の
入
居
が
始

ま
っ
て
い
ま
す
。

　

Ｕ
Ｒ
発
注
の
Ｃ
Ｍ
方
式
を
用
い
た
ま

ち
づ
く
り
事
業
の
中
で
は
五
番
目
に
発

注
さ
れ
た
事
業
で
平
成
二
十
五
年
六
月

に
契
約
し
、
す
ぐ
に
着
工
、
実
質
二
年

半
で
ほ
ぼ
完
成
に
至
り
ま
し
た
。
通
常

の
工
事
に
比
べ
る
と
、
非
常
に
ス
ピ
ー

デ
ィ
ー
に
設
計
・
工
事
と
進
み
、
高
台

移
転
地
区
は
ほ
ぼ
一
年
で
一
次
造
成
が

将
来
予
測
さ
れ
る

災
害
へ
の
教
訓
と
建
設
業
の
使
命

規
模
災
害
発
生
時
に
お
け
る
災
害
廃
棄

物
対
策
検
討
会
」
に
日
建
連
も
参
画
し
、

活
動
し
て
い
ま
す
。
今
年
の
四
月
に
は
、

災
害
対
策
基
本
法
に
定
め
る
災
害
予

防
・
応
急
・
復
旧
な
ど
に
お
い
て
重
要

な
役
割
を
果
た
す
「
指
定
公
共
機
関
」

に
指
定
さ
れ
ま
し
た
。
ま
た
、
九
月
に

は
、
環
境
省
に
よ
り
設
立
さ
れ
た
、
大

い
ま
す
。
こ
れ
だ
け
の
工
事
量
が
被
災

地
に
集
中
す
れ
ば
、
こ
う
し
た
需
給
バ

ラ
ン
ス
の
崩
れ
は
あ
る
程
度
避
け
ら
れ

な
い
部
分
は
あ
り
ま
し
た
。
た
だ
し
、

こ
れ
ま
で
の
国
交
省
の
対
策
に
よ
り
、

概
ね
大
き
な
問
題
は
解
決
し
て
き
た
と

感
じ
て
い
ま
す
。

　

今
回
の
大
震
災
を
教
訓
と
し
て
、
日

建
連
と
し
て
も
震
災
に
即
応
で
き
る
体

制
を
構
築
し
て
お
り
、
ま
た
、
復
旧
・

復
興
工
事
の
あ
り
方
・
手
法
に
も
知
見

が
蓄
積
さ
れ
た
と
考
え
て
い
ま
す
。
こ

れ
ら
を
如
何
に
今
後
に
活
か
し
て
い
け

る
か
が
大
切
で
す
。

井
手　

日
建
連
会
員
企
業
が
携
わ
っ
た

岩
手
・
宮
城
両
県
の
災
害
廃
棄
物
の
処

理
量
は
、
全
体
発
生
量
（
約
二
、

四
〇
〇
万
㌧
）
の
お
お
よ
そ
五
〇
％
に

な
り
ま
す
。
業
務
の
遂
行
に
あ
た
り
、

数
多
く
の
困
難
や
課
題
に
直
面
し
ま
し

た
が
、
建
設
業
界
が
総
力
を
結
集
し
て

対
処
し
、
国
が
設
定
し
た
マ
イ
ル
ス
ト

ー
ン
（
平
成
二
十
六
年
三
月
末
完
了
）

を
達
成
す
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。

　

災
害
廃
棄
物
処
理
に
対
す
る
こ
の
よ

う
な
建
設
業
界
の
実
績
も
踏
ま
え
て
、

昨
年
九
月
か
ら
、環
境
省
が
主
催
し
、産 

学
官
の
専
門
家
か
ら
構
成
さ
れ
る
「
大

規
模
災
害
時
の
災
害
廃
棄
物
の
処
理
を

官
民
で
支
援
す
る
「
災
害
廃
棄
物
処
理

支
援
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク（D

.W
aste-N

et

）」

の
メ
ン
バ
ー
と
し
て
も
任
命
さ
れ
、
ま

ず
は
地
方
自
治
体
へ
の
技
術
的
助
言
の

実
施
な
ど
を
期
待
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

今
後
は
、
災
害
廃
棄
物
部
会
の
委
員

を
中
心
に
、「
災
害
廃
棄
物
処
理
支
援

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
」
の
活
動
な
ど
に
対
処

し
て
い
き
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

台　

環
境
省
は
、
昨
年
九
月
に
除
染
特

別
地
域
に
お
け
る
除
染
工
程
の
総
点
検

を
実
施
し
、
十
二
月
に
は
、
平
成

二
十
八
年
度
ま
で
に
す
べ
て
の
直
轄
地

域
に
お
け
る
除
染
作
業
を
終
了
さ
せ
る
、

新
た
な
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
を
公
表
し
て
い

ま
す
。

　

今
年
十
月
時
点
で
、
国
直
轄
除
染
の

対
象
と
な
る
一
一
市
町
村
で
は

一
九
、〇
〇
〇
人
の
作
業
員
が
除
染
作

業
に
あ
た
っ
て
お
り
、
平
成
二
十
八
年

度
終
了
を
目
指
し
、
必
死
の
作
業
が
続

い
て
い
ま
す
。
こ
れ
に
、
福
島
県
内

三
六
市
町
村
が
実
施
し
て
い
る
除
染
事

業
の
作
業
員
一
四
、〇
〇
〇
人
を
合
わ

せ
る
と
、
県
内
で
三
〇
、〇
〇
〇
人
以

上
の
作
業
員
が
除
染
作
業
に
従
事
し
て

い
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　

除
染
作
業
は
、
作
業
員
が
被
災
者
宅

の
敷
地
の
中
に
立
ち
入
っ
て
の
作
業
で

あ
り
、
被
災
者
の
気
持
ち
に
寄
り
添
っ

た
、
安
全
・
安
心
な
除
染
作
業
は
、

我
々
除
染
実
施
者
に
と
っ
て
必
須
の
課

題
で
す
。
こ
れ
ま
で
関
係
者
の
努
力
に

よ
っ
て
築
き
上
げ
て
き
た
地
域
の
皆
様

と
の
信
頼
関
係
を
損
な
う
こ
と
の
な
い

 「
Ｃ
Ｍ
方
式
に
よ
る

 
ま
ち
づ
く
り
事
業
の
加
速
化
で

 
住
民
の
方
々
の
帰
還
も
始
ま
っ
た
」

茅野正恭 ◉鹿島建設㈱�取締役副社長執行役員

部会長

Masayasu Kayano

復旧・復興部会／
復興まちづくり部会
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る
に
は
、
日
建
連
で
開
催
し
て
い
る
市

民
現
場
見
学
会
の
よ
う
に
、
一
般
の

方
々
に
建
設
現
場
を
直
接
見
て
も
ら
う

な
ど
、
理
解
を
深
め
て
い
た
だ
く
た
め

の
活
動
を
引
き
続
き
実
施
し
て
い
く
こ

と
が
、
建
設
業
界
と
し
て
重
要
と
考
え

て
い
ま
す
。

井
手　

災
害
廃
棄
物
処
理
業
務
を
取
り

ま
と
め
た
報
告
書
は
、
国
交
省
や
主
要

な
自
治
体
に
配
布
説
明
し
ま
し
た
の
で
、

こ
れ
は
発
注
者
側
に
理
解
を
い
た
だ
く

上
で
は
か
な
り
効
果
が
あ
っ
た
と
思
い

ま
す
。

　

昨
年
七
月
に
、
地
盤
工
学
会
主
催
の

研
究
発
表
会
で
講
演
の
時
間
を
一
時
間

い
た
だ
い
て
、
東
日
本
大
震
災
に
お
け

る
日
建
連
会
員
企
業
に
よ
る
災
害
廃
棄

物
処
理
業
務
を
紹
介
し
ま
し
た
。
ま
た
、

昨
年
十
一
月
に
は
国
交
省
中
国
地
方
整

備
局
主
催
の
建
設
リ
サ
イ
ク
ル
技
術
発

表
会
で
部
会
の
委
員
が
同
じ
く
処
理
業

務
の
講
演
を
行
い
ま
し
た
。
こ
れ
ら
の

会
場
で
は
、
日
建
連
と
し
て
ブ
ー
ス
を

設
け
、
ポ
ス
タ
ー
や
写
真
の
展
示
、
パ

ン
フ
レ
ッ
ト
の
配
布
を
し
て
、
東
日
本

大
震
災
に
お
け
る
災
害
廃
棄
物
処
理
業

務
を
広
報
し
ま
し
た
。
そ
こ
で
実
感
し

た
の
は
、
建
設
業
界
が
災
害
廃
棄
物
処

こ
と
で
、
さ
ら
に
効
率
的
で
迅
速
な
処

理
に
貢
献
で
き
る
の
で
は
な
い
か
と
考

え
て
い
ま
す
。

台　

今
回
の
東
日
本
大
震
災
に
よ
る
災

害
廃
棄
物
処
理
も
、
除
染
作
業
も
、
か

つ
て
な
い
ほ
ど
大
規
模
か
つ
広
域
で
あ

っ
た
わ
け
で
す
が
、
関
係
機
関
と
連
携

し
、
建
設
業
界
が
実
施
主
体
者
と
な
っ

て
対
応
し
て
き
ま
し
た
。

　

一
昨
年
の
十
二
月
四
日
に
は
「
国
土

強
靭
化
基
本
法
」
が
成
立
し
、
翌
年
の

三
月
に
は
「
国
土
強
靭
化
基
本
計
画
」

が
閣
議
決
定
さ
れ
、
強
靭
な
国
づ
く
り

の
た
め
の
い
わ
ば
処
方
箋
が
示
さ
れ
ま

し
た
。

　

も
と
も
と
我
々
建
設
業
の
役
割
・
使

命
は
、
そ
の
時
代
や
地
域
に
必
要
な
社

会
基
盤
、
社
会
資
本
を
し
っ
か
り
つ
く

り
、
適
切
な
維
持
管
理
の
中
で
、
現
在
、

そ
し
て
五
〇
年
後
、
一
〇
〇
年
後
の
社

会
を
支
え
て
い
く
持
続
可
能
な
社
会
の

実
現
に
あ
り
ま
す
。
今
回
の
経
験
を
踏

ま
え
、「
国
土
強
靭
化
基
本
計
画
」
に
基

づ
き
、
平
時
は
防
災
・
減
災
対
策
に
取

り
組
み
な
が
ら
、
災
害
発
生
時
は
、
行

政
と
一
丸
と
な
り
国
民
の
命
と
財
産
を

守
る
た
め
、
迅
速
に
行
動
す
る
こ
と
が

最
も
基
本
的
な
役
割
で
あ
り
使
命
と
考

思
い
ま
す
。
例
え
ば
、
今
回
の
発
注
方

式
は
通
常
の
プ
ロ
ポ
ー
ザ
ル
方
式
で
し

た
が
、
非
常
時
に
は
も
う
少
し
迅
速
な

発
注
・
契
約
手
続
き
を
実
施
で
き
る
仕

組
み
を
検
討
す
る
こ
と
も
重
要
で
は
な

い
か
と
思
い
ま
す
。

　

東
日
本
大
震
災
の
例
に
も
あ
る
よ
う

に
、
今
後
予
想
さ
れ
る
大
規
模
災
害
時

え
て
い
ま
す
。

―
地
震
発
生
直
後
、
広
範
囲
に
及
ぶ

被
害
の
中
で
自
衛
隊
や
救
急
隊
な
ど
の

懸
命
な
救
助
・
復
旧
活
動
が
行
わ
れ
ま

し
た
。
建
設
業
界
も
道
路
・
港
湾
の
啓

開
や
イ
ン
フ
ラ
の
復
旧
な
ど
、
被
災
地

の
た
め
に
活
動
し
た
組
織
の
一
つ
で
す
。

各
部
会
で
も
報
告
書
や
パ
ン
フ
レ
ッ
ト

の
作
成
を
行
っ
て
き
ま
し
た
が
、
一
般

へ
の
理
解
を
更
に
深
め
る
た
め
に
ど
の

よ
う
な
発
信
を
し
て
い
こ
う
と
お
考
え

で
す
か
。

茅
野　

復
旧
・
復
興
部
会
、
復
興
ま
ち

づ
く
り
部
会
で
は
、
部
会
と
し
て
の
報

告
書
な
ど
は
発
行
し
て
い
ま
せ
ん
が
、

そ
れ
ぞ
れ
の
工
事
や
ま
ち
づ
く
り
の
状

況
に
関
し
て
は
、
日
建
連
の
広
報
誌

『
Ａ
Ｃ
ｅ 

建
設
業
界
』
な
ど
に
再
三
取

り
上
げ
ら
れ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
各
会

員
企
業
の
Ｈ
Ｐ
で
は
「
東
日
本
大
震
災

に
お
け
る
取
組
み
」
と
い
っ
た
項
目
を

設
け
、
随
時
更
新
を
し
な
が
ら
、
ど
の

よ
う
な
取
組
み
を
行
っ
て
い
る
か
を
発

信
し
続
け
て
い
ま
す
。

　

建
設
業
に
対
す
る
理
解
促
進
を
進
め

う
こ
と
も
、
国
民
全
体
の
理
解
促
進
の

底
上
げ
に
つ
な
が
る
の
で
は
な
い
か
と

思
い
ま
す
。
建
設
業
は
、
今
ま
で
仕
事

の
内
容
か
ら
「
男
の
社
会
」
的
な
風
潮

が
あ
っ
た
よ
う
に
思
い
ま
す
が
、
今
後

は
男
女
が
社
会
の
対
等
な
構
成
員
と
な

り
、
政
府
が
掲
げ
る
「
男
女
共
同
参
画

社
会
」
の
実
現
の
一
翼
を
担
う
こ
と
も

大
切
な
こ
と
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。

　

会
員
企
業
は
も
ち
ろ
ん
で
す
が
、
日

建
連
と
し
て
も
、「
広
報
委
員
会
」
や

「
け
ん
せ
つ
小
町
委
員
会
」
な
ど
関
連

す
る
委
員
会
が
積
極
的
に
対
応
す
る
こ

と
で
、
業
界
の
イ
メ
ー
ジ
ア
ッ
プ
や
理

解
促
進
の
機
会
を
増
や
し
て
い
き
た
い

で
す
ね
。

に
は
、
様
々
な
面
で
建
設
業
界
が
果
た

す
べ
き
役
割
・
使
命
は
極
め
て
大
き
い

と
思
い
ま
す
。
災
害
廃
棄
物
処
理
は
復

旧
か
ら
復
興
へ
の
第
一
歩
で
あ
り
、
被

災
地
の
復
興
フ
ェ
ー
ズ
へ
ス
ム
ー
ズ
に

橋
渡
し
す
る
上
で
非
常
に
重
要
な
業
務

で
す
。
今
後
、
関
係
省
庁
や
廃
棄
物
関

連
業
界
な
ど
と
の
連
携
を
よ
り
高
め
る

建
設
業
界
へ
の

理
解
促
進
の
た
め
に

理
に
大
き
く
関
わ
っ
て
い
る
こ
と
を
建

設
業
の
関
係
者
で
も
知
ら
な
い
人
が
多

い
と
い
う
現
実
で
す
。
今
後
も
こ
の
よ

う
な
講
演
会
や
セ
ミ
ナ
ー
な
ど
の
機
会

を
積
極
的
に
利
用
し
て
、
地
道
に
広
報

し
て
い
く
こ
と
が
重
要
だ
と
考
え
て
い

ま
す
。

台　

除
染
部
会
で
は
、
リ
ー
フ
レ
ッ
ト

「
除
染
へ
の
取
組
み
│
地
域
の
皆
さ
ま

と
と
も
に
│
」
を
作
成
し
、
地
域
の

方
々
を
は
じ
め
国
会
議
員
や
マ
ス
コ
ミ

な
ど
多
く
の
関
係
者
に
ご
覧
い
た
だ
き

ま
し
た
。

　

建
設
業
の
イ
メ
ー
ジ
ア
ッ
プ
活
動
に

つ
い
て
は
、
現
場
見
学
会
の
実
施
、
現

場
の
美
化
運
動
、
建
設
業
の
理
解
促
進

の
た
め
の
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
・
ビ
デ
オ
の

作
成
と
配
布
な
ど
、
行
政
・
各
建
設
業

団
体
・
各
建
設
関
連
企
業
な
ど
に
お
い

て
こ
れ
ま
で
も
実
施
し
て
き
て
い
る
と

こ
ろ
で
す
が
、
一
方
、
不
特
定
多
数
を

顧
客
と
し
な
い
建
設
業
で
は
、
マ
ス
メ

デ
ィ
ア
な
ど
を
通
じ
た
Ｐ
Ｒ
活
動
は
あ

ま
り
行
わ
れ
て
い
な
い
と
い
う
側
面
も

あ
り
ま
す
。

　

特
に
若
者
、
女
性
、
場
合
に
よ
っ
て

は
児
童
な
ど
を
対
象
に
し
た
マ
ス
メ
デ

ィ
ア
な
ど
に
よ
る
Ｐ
Ｒ
を
組
織
的
に
行

 「
建
設
業
の
総
合
力
で

 

災
害
廃
棄
物
処
理
業
務
の

 

マ
イ
ル
ス
ト
ー
ン
を
達
成
」

 「
環
境
省
と
の
密
な
意
見
交
換
で

 

除
染
事
業
の
加
速
化・適
正
化
に

 

取
り
組
む
」

井手和雄 ◉清水建設㈱�常任顧問

前部会長

Kazuo Ide

災害廃棄物部会

台 和彦 ◉大成建設㈱�代表取締役副社長執行役員

部会長

Kazuhiko Dai

除染部会
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